
資料編 

１ 苫小牧市介護保険事業等運営委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 苫小牧市高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画（以下「介護保険事業計

画等」という。）の推進並びに高齢者保健福祉事業及び介護保険事業（以下「介護保

険事業等」という。）の円滑かつ適切な実施にあたり、広く市民及び関係者の意見を

反映させるため、苫小牧市介護保険事業等運営委員会（以下「委員会」という。）を

設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１）介護保険事業計画等の策定に関する事項 

（２）介護保険事業計画等の進行管理及び評価に関する事項 

（３）介護保険事業等における施策の実施及び推進に関する事項 

（４）前３号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１）被保険者 

（２）介護保険事業等に関し学識又は経験を有する者 

（３）介護サービスを提供する事業者及び施設を代表する者 

３ 委員の一部は、別に定めるところにより公募する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は３年とする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の再任は妨げない。ただし、公募委員については連続して２期を限度とす

る。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に、委員長及び副委員長各 1人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選により決定する。 

３ 副委員長は、委員長の指名により決定する。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

（委員会の招集） 



第６条 委員会は、委員長が招集する。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

（守秘義務） 

第７条 委員会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退い

た後も、同様とする。 

（会議等の公開） 

第８条 委員会の会議及び会議録（以下、「会議等」という。）は、公開とする。ただ

し、個人のプライバシーに対する配慮その他公開しないことにつき、特別な理由が

あるものとして委員会に諮り、特に公開しない旨の決定を行ったときは、当該会議

等の全部又は一部を公開しないことができる。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、福祉部介護福祉課において処理する。 

（雑則） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

１ この要綱は、平成 16 年１月１日から施行する。 

２ 第４条の規定にかかわらず、この要綱の施行後最初に委嘱される委員の任期は、

平成 19 年３月 31 日までとする。 

３ この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

４ この要綱は、平成 26 年４月１日から施行する。 



２ 苫小牧市介護保険事業等運営委員会委員名簿 

（敬称略）令和３年３月 31 日現在 

役   職 団   体   名   等 委   員   名 

1 委員長 苫小牧市医師会 堀田
ホリ タ

 哲也
テツ ヤ

2 副委員長 苫小牧歯科医師会 阿部
ア ベ

 雅人
マサ ト

3 委 員 北海道看護協会苫小牧支部 秋山
アキヤマ

 悦子
エツ コ

4 〃 苫小牧ケアマネジャー連絡会 及川
オイカワ

 治
ハル

晃
アキ

5 〃 北海道老人保健施設協議会 太田
オオ タ

 由子
ユウ コ

6 〃 苫小牧市社会福祉施設連絡協議会 尾野
オ ノ

 清一
セイイチ

7 〃 公  募  委  員 笠木
カサ ギ

 庄一
ショウイチ

8 〃 苫小牧市社会福祉協議会 櫻井
サクライ

 宏樹
ヒロ キ

9 〃 苫小牧市民生委員児童委員協議会 重本
シゲモト

 清
キヨシ

10 〃 公  募  委  員 田中
タナ カ

 憲一
ケンイチ

11 〃 北海道薬剤師会苫小牧支部 寺口
テラグチ

 元
ハジメ

12 〃 苫小牧市老人クラブ連合会 長田
ナガ タ

 昌聰
マサアキ

13 〃 高齢者等の地域ケアを進める会 三隅
ミス ミ

 雅彦
マサヒコ

14 〃 苫小牧市ボランティア連絡協議会 山本
ヤマモト

 茂夫
シゲ オ



３ 苫小牧市介護保険事業等運営委員会 開催経過 

開催日 議事内容 

平成 31 年３月 20 日 ・第７期介護保険事業計画の運営状況等について 

令和元年８月 26日 ・第７期介護保険事業計画について 

令和元年 11 月 26 日 ・第７期介護保険事業計画の進捗状況について 

・第８期介護保険事業計画のアンケート調査等につい

て 

令和２年 10 月６日 ・第７期介護保険事業計画における令和元年度事業の

実施状況について 

・第８期介護保険事業計画の策定スケジュール等につ

いて 

令和２年 11 月 25 日 ・第８期介護保険事業計画の素案について 

令和３年３月 16日 ・第８期介護保険事業計画について 



４ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ エス・ディー・ジーズ） 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、2001 年に策定されたミレニアム開発目標（Ｍ

ＤＧｓ）の後継として、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の

ための 2030 アジェンタ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目

指す国際目標です。本計画では、地域住民、行政や企業との協働利用するため各施策

について、ＳＤＧｓのゴール（目標）に紐づけを実施しました。 





５ 用語集 

《か行》 

介護医療院 

地域包括ケアシステムの５要素（医療、介護、生活支援、予防、住まい）のう

ち、介護療養型医療施設が持つ「医療」「介護」「生活支援」に加え、「住まい」の機

能を持った長期療養を目的とした施設のこと。 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

介護保険制度で、利用者の生活や介護に関する相談に応じるとともに、利用者が

その心身の状況等に応じ適切なサービスを利用できるよう、市区町村、サービスを

提供する事業所、施設などとの連絡調整等を行う人のこと。 

介護予防支援 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方が、自宅で介護予防のためのサービスを

適切に利用できるよう、ケアプラン（介護予防サービス計画）の作成や、サービス

事業所との連絡・調整などを行うこと。 

介護予防住宅改修 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、住所地（住民票に登録さ

れている住所）の住宅に手すりの取付けや段差解消などの住宅改修をした際、20 万

円を上限に（うち１割～３割が自己負担）費用を支給するサービス。 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、通いを中心に、利用者の

選択に応じて訪問や泊まりを組み合わせ、入浴・排せつ・食事等の介護や機能訓練

などが受けられるサービス。 

介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、福祉施設に短期間入所

し、宿泊しながら日常生活上の支援や機能訓練が受けられるサービス。 

介護予防短期入所療養介護（ショートステイ） 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、医療施設に短期間入所

し、宿泊しながら医療上のケアを含む介護を受けられるサービス。 

介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 



要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、老人保健施設や医療機関

などで、食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為向上のためのリハビリテー

ションを日帰りで行うサービス。 

介護予防特定施設入居者生活介護 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、介護保険の指定を受けた

介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向

け住宅などが、入居している利用者に対して入浴・排せつ・食事等の介護、その他

必要な日常生活上の支援を行うサービス。 

介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、認知症の高齢者が共同で

生活する住居において、入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日常生活上の世

話、機能訓練を行うサービス。少人数（５人～９人）の家庭的な雰囲気の中で、症

状の進行を遅らせ、できる限り自立した生活が送れるようになることを目指す。 

介護予防認知症対応型通所介護（デイサービス） 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、認知症の方がデイサービ

スセンターなどに通い、機能訓練などが受けられるサービス。 

介護予防福祉用具貸与 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、日常生活の自立を助ける

ための福祉用具を貸し出すサービス。 

介護予防訪問看護 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、疾患等を抱えている方を

看護師などが訪問して、療養上の世話や診察の補助を行うサービス。 

介護予防訪問入浴介護 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、浴槽を積んだ入浴車など

が訪問し、入浴介助を行うサービス。 

介護予防訪問リハビリテーション 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、自宅での生活行為を向上

させるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が訪問によるリハビリテーシ

ョンを行うサービス。 



介護予防・日常生活支援総合事業 

介護保険制度上の市町村が行う地域支援事業の一つ。市町村が中心となり、地域

の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することに

より、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率

的な支援等を可能とすることを目指す。 

介護療養型医療施設（療養型病床） 

慢性疾患を有し、長期の療養が必要な方のために、介護職員が手厚く配置された

医療機関（施設）。病状は安定していても自宅での療養生活は難しいという方が入所

し、必要な医療サービス、日常生活における介護、リハビリテーションなどを受け

ることができる。（令和５年度末で廃止又は介護医療院へ転換予定。） 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

寝たきりや認知症などで、常に介護が必要で自宅での生活が難しい方のための施

設。入所により、入浴・排せつ・食事などの介護、機能訓練、健康管理、療養上の

世話などが受けられる。 

介護老人保健施設（老人保健施設） 

入所者に対してリハビリテーションなどの医療サービスを提供し、家庭への復帰

を目指す施設。 

看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

通いを中心に、利用者の選択に応じて訪問や泊まりを組み合わせ、入浴・排せ

つ・食事等の介護、又は必要に応じて訪問看護などが受けられるサービス。 

居宅介護支援 

介護を必要とされる方が自宅で適切にサービスを利用できるよう、ケアマネジャ

ー（介護支援専門員）が心身の状況や生活環境、本人・家族の希望等に沿って、ケ

アプラン（居宅サービス計画）を作成したり、ケアプランに位置付けたサービスを

提供する事業所等との連絡・調整などを行うこと。 

居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが訪問し、療養上の管理や指導を行う

こと。 



軽費老人ホーム 

身体機能の低下や高齢により独立して生活するには不安が認められる 60歳以上の

方が入所でき、生活相談や入浴、食事等のサービスを受けられる施設。 

健康寿命 

健康上の問題がない状態で日常生活を送れる期間のこと。 

《さ行》 

サービス付き高齢者向け住宅 

高齢者の居住の安定を確保することを目的として、バリアフリー構造を有し、安

否確認、生活相談サービスを提供する民間住宅。 

住宅改修 

住所地（住民票に登録されている住所）の住宅に手すりの取付けや段差解消など

の住宅改修をした際、20 万円を上限に（うち１割～３割が自己負担）費用を支給す

るサービス。 

生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的と

し、地域において、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーデ

ィネート機能（主に資源開発やネットワーク構築の機能）を果たす人のこと。 

小規模多機能型居宅介護 

通いを中心に、利用者の選択に応じて訪問や泊まりを組み合わせ、入浴・排せ

つ・食事等の介護や機能訓練などが受けられるサービス。 

《た行》 

短期入所生活介護（ショートステイ） 

福祉施設に短期間入所して、宿泊しながら、日常生活上の支援や機能訓練が受け

られるサービス。 

短期入所療養介護（ショートステイ） 

医療施設に短期間入所して、宿泊しながら、医療上のケアを含む介護を受けられ

るサービス。 

地域支援事業 



介護保険制度において、被保険者が要介護状態や要支援状態となることを予防す

るとともに、要介護状態等となった場合においても、可能な限り、地域において自

立した日常生活を営むことができるよう支援するため、市区町村が行う事業。「介護

予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業」「任意事業」からなる。 

地域ケア会議 

介護保険法において、適切な支援を図るために必要な検討を行うとともに、地域

において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関する検討を行うものと

規定されている会議。 

地域包括ケアシステム 

重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後ま

で続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供

される仕組みのこと。 

地域包括ケア「見える化」システム 

厚生労働省が運営する、都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等

の策定・実行を総合的に支援するための情報システム。介護保険に関連する情報を

はじめ、地域包括ケアシステムの構築に関する様々な情報が本システムに一元化さ

れ、グラフ等を用いた見やすい形で提供される。 

地域包括支援センター 

地域の高齢者の総合相談、権利擁護や地域の支援体制づくり、介護予防の必要な

援助などを行い、高齢者の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援すること

を目的とした機関のこと。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（小規模特養ホーム） 

定員が 29人以下の特別養護老人ホームに入所している利用者に対して、入浴・排

せつ・食事等の介護といった日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話を行うサ

ービス。 

地域密着型通所介護（小規模デイサービス） 

日中、利用定員 18 人以下の小規模の老人デイサービスセンターなどに通うこと

で、食事、入浴、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練などを日帰りで

行うサービス。利用者の心身機能の維持向上と、利用者の家族負担の軽減を図る。 



地域密着型特定施設入居者生活介護（有料老人ホームなど） 

介護保険の指定を受けた入居定員が 29 人以下の介護付有料老人ホーム、養護老人

ホーム、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している利用

者に対して入浴・排せつ・食事等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行うサ

ービス。 

通所介護（デイサービス） 

通所介護施設で、食事、入浴などの日常生活上の支援や、生活行為向上のための

支援を日帰りで行うサービス。 

通所リハビリテーション（デイケア） 

老人保健施設や医療機関などで、食事、入浴などの日常生活上の支援や生活行為

向上のためのリハビリテーションを日帰りで行うサービス。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中･夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的に又は密接に連携しながら、定

期巡回と随時の対応を行うサービス。 

特定介護予防福祉用具販売 

要支援１又は要支援２の認定を受けた方を対象として、申請により、入浴や排せ

つなどに使用する福祉用具の購入費を１年につき 10 万円を上限に（うち１割～３割

は自己負担）支給するサービス。 

特定施設入居者生活介護 

介護保険の指定を受けた介護付有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホー

ム、サービス付き高齢者向け住宅などが、入居している利用者に対して入浴・排せ

つ・食事等の介護、その他必要な日常生活上の支援を行うサービス。 

特定福祉用具販売 

申請により、入浴や排せつなどに使用する福祉用具の購入費を１年につき 10 万円

を上限に（うち１割～３割は自己負担）支給するサービス。 



とまこまい医療介護連携センター 

医療や介護が必要になっても人生の最期まで住み慣れたまちで自分らしく暮らし

ていけるよう、医療や介護を必要とする方やそれを支える方々の連携やサポートを

行うセンター。 

《な行》 

日常生活圏域 

地域包括ケアシステムにおいて、おおむね 30 分以内に必要なサービスが提供され

る圏域のこと。 

認知症ケアパス 

認知症の状態に応じた適切なサービス提供の流れのこと。 

認知症サポーター 

認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人やその家族に対して

できる範囲で手助けするサポーターのこと。 

認知症初期集中支援チーム 

複数の専門家が家族の訴え等により認知症が疑われる人や認知症の人及びその家

族を訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包括的、集中的に行い、

自立生活のサポートを行うチームのこと。 

認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン） 

厚生労働省が関係府省庁（内閣官房、内閣府、警察庁、金融庁、消費者庁、総務

省、法務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省）と共同して平成

27 年 1 月 27 日に公表したもの。認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣

れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、

７つの柱で施策を展開している。 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の高齢者が共同で生活する住居において、入浴、排せつ、食事等の介護、

その他の日常生活上の世話、機能訓練を行うサービス。少人数（５人～９人）の家

庭的な雰囲気の中で、症状の進行を遅らせて、できる限り自立した生活が送れるよ

うになることを目指す。 

認知症地域支援推進員 



医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐコーディネーターとし

ての役割を担う人のこと。 

《は行》 

避難行動要支援者 

平成 25 年６月の災害対策基本法の一部改正により、高齢者、障がい者、乳幼児等

の防災施策において特に配慮を要する方（要配慮者）のうち、災害発生時の避難等

に特に支援を要する方のこと。 

福祉用具貸与 

日常生活の自立を助けるための福祉用具を貸し出すサービス。 

ヘルスプロモーション 

1986 年にＷＨＯがカナダのオタワで開催した第１回ヘルスプロモーション会議の

中で示された新しい考え方で、「自らの健康を決定づける要因を、自らよりよくコン

トロールできるようにしていくこと」と定義されている。 

訪問介護 

ホームヘルパーが自宅を訪問し、入浴、排せつ、食事などの身体介護や調理、洗

濯などの生活援助を行うサービス。また、要介護１～５の方は、通院などを目的と

した乗降介助も利用できる。 

訪問看護 

疾患等を抱えている方について、看護師などが訪問して、療養上の世話や診察の

補助を行うサービス。 

訪問入浴介護 

浴槽を積んだ入浴車などが訪問し、入浴介助を行うサービス。 

訪問リハビリテーション 

自宅での生活行為を向上させるために、理学療法士や作業療法士、言語聴覚士が

訪問によるリハビリテーションを行うサービス。 

《や行》 



有料老人ホーム 

老人福祉法に規定された高齢者向けの居住施設。高齢者が暮らしやすいように配

慮した「住まい」に、食事の提供、介護の提供、洗濯・掃除等の家事、健康管理な

どの日常生活を送る上で必要な「サービス」が附帯している。なお、介護保険法に

規定されている介護老人福祉施設や認知症対応型グループホームは含まない。 




